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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

     ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第11期第２四半期連結累計期間、第11期第２四半期連結会計期間及び第11期連結会計年度の潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．第12期第２四半期連結累計期間及び第12期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第11期

第２四半期連結
累計期間 

第12期
第２四半期連結

累計期間 

第11期
第２四半期連結

会計期間 

第12期 
第２四半期連結 

会計期間 
第11期

会計期間 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年
７月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
７月１日 

至平成22年 
６月30日 

売上高（千円）  393,346  307,157  188,212  141,638      735,597

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 7,855  △24,921  4,037  △29,007      14,423

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 2,495  △28,166  296  △30,139       3,483

純資産額（千円） － －  478,064  448,094       474,914

総資産額（千円） － －  577,873  553,802       598,222

１株当たり純資産額（円） － －  2,276.81  2,129.63 2,261.81  

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 11.88  △134.14  1.41  △143.54  16.59

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  82.7  80.7  79.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 28,146  19,105 － －       24,445

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △6,143  △31,890 － －      △8,720

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △25,543  △1,270 － －       △2,088

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  115,091  118,213       132,269

従業員数（人） － －  39  36  39
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

   

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

   

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載し 

    ております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 36  (1)

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 11  (1)
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(1）生産実績 

 当社グループは不動産ソリューション事業を主体とする会社であり、生産活動を行っていないため、生産実績は

記載しておりません。 

  

(2）仕入実績 

 当社グループは不動産ソリューション事業を主体とする会社であり、仕入活動を行っていないため、仕入実績は

記載しておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社グループは不動産ソリューション事業を主体とする会社であり、受注活動を行っていないため、受注状況は

記載しておりません。 

  

(4）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績を不動産ソリューション事業の事業部門別に示すと、次のとおりで

あります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、前第２四半期連結会計期間及び 

            当第２四半期連結会計期間における各販売先への当該割合が100分の10未満のため、記載を省略していま 

            す。 

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

   

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業部門 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

  
前年同月比（％）  

  

プロパティマネジメント事業 

（千円） 
 110,281  86.2

アウトソーシング事業（千円）  31,656  52.0

合計（千円）  141,638  75.3

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。 

  

(1) 業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、好調な新興国等の需要を背景とした輸出の増加や政府の経済対

策による効果等により企業業績は回復傾向にありましたが、一方で雇用環境は依然として厳しく、急激な円高や株安

による景気の後退も懸念されることから景気の先行きは不透明な状況が続いております。 

 このような状況のもと、当社グループは不動産ソリューション事業を主たる事業とし、リーシング部門及びＰＭ関

連部門それぞれの事業間で相乗効果をあげながら事業展開を行ってまいりました。 

 当第２四半期連結会計期間においては、景況感の悪化による出店意欲の減少に伴い一時的な売上の低下が見られま

したが、新たな出店意欲の強い企業群の台頭により、新たな顧客の開拓等今後の業績に明るさも見えております。 

 継続して実施してまいりました固定費の抑制も進み、さらに大幅なコスト削減を実現し、売上構造改革と生産性の

向上に取り組んで参ります。 

  

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高141,638千円（前年同四半期比24.7％減）、営業損失

29,464千円（前年同四半期は3,544千円の営業利益）、経常損失29,007千円（前年同四半期は4,037千円の経常利

益）、四半期純損失は30,139千円（前年同四半期は296千円の四半期純利益）となりました。 

   

(2)資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べて44,419千円減少いたしました。主な減少

は現金及び預金の減少及び売掛金の減少であります。負債は17,600千円減少いたしました。主な減少は買掛金の減

少、未払金及び未払費用の減少であります。また、純資産は四半期純損失の計上等により利益剰余金が28,166千円減

少いたしました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

14,055千円減少となり118,213千円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。  

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果獲得した資金は14,444千円（前年同四半期比70.2％減）となりました。これは、減価償却費の計上

10,122千円及び売上債権の減少30,888千円等が税金等調整前四半期純損失29,734千円等を上回ったものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は222千円（前年同四半期は6,147千円の獲得）となりました。これは、投資有価証券

の取得による2,162千円及び有形固定資産の売却1,904千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用した資金は500千円（前年同四半期比94.8％減）となりました。これは長期借入金の返済によ

る支出500千円によるものであります。 

    

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

 該当事項はありません。 

   

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

   

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商

法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

  

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。  

（平成15年９月28日定時株主総会特別決議 第２回新株予約権） 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  864,800

計  864,800

種類 
第２四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日） 

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名 

内容

普通株式  225,000  225,000
東京証券取引所 

（マザーズ） 

当社は単元株制

度は採用してお

りません。 

計  225,000  225,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  85

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  1,700

新株予約権の行使時の払込金額（円）  25,000

新株予約権の行使期間 
平成16年１月１日から 

平成24年12月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格及

び資本組入額（円） 

発行価格   

資本組入額  

25,000

12,500

新株予約権の行使の条件  （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項  （注）３ 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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（平成15年９月28日定時株主総会特別決議 第３回新株予約権） 

 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、株式の数は、次の算式により調整し、調整により生じる１株

未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

２．行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、及

び株式分割または併合を行う場合には次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数

は切り上げるものとします。 

（株式の分割または併合が行われる場合） 

（時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分が行われる場合） 

３．当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社の子会社の取締役、従業員

もしくは顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のあ

る場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。 

③ 権利行使期間中に死亡した割当てを受けた者の相続人は、１名に限り権利を承継することができる。た

だし、再承継はできない。 

④ その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約

権割当契約」で定めるところによる。 

(2）新株予約権の消却事由および条件 

① 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案なら

びに株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で消却することができる。 

② 新株予約権者が権利行使をする前に、当社または当社の子会社の取締役、従業員または顧問の地位喪失

により新株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。

(3）新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  12

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  240

新株予約権の行使時の払込金額（円）  32,800

新株予約権の行使期間 
平成16年１月１日から 

平成24年12月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格及

び資本組入額（円） 

発行価格   

資本組入額  

32,800

16,400

新株予約権の行使の条件  （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項  （注）３ 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数×１株あたり払込金額

新株式発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成22年９月28日定時株主総会特別決議 第５回新株予約権） 

  

（平成22年９月28日定時株主総会特別決議 第６回新株予約権） 

  

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

    普通株式 11,250株   

   なお、当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式の数は分割又は併合の比率に 

  応じ、次の算式により調整されるものとする。 

       但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式

の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  185

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  9,250

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,847

新株予約権の行使期間 
平成24年11月９日から 

平成32年10月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

         発行価格   

         資本組入額    

1,847

924

新株予約権の行使の条件  （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注）４ 

新株予約権の取得条項に関する事項   （注）５ 

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,847

新株予約権の行使期間 
平成24年11月９日から 

平成32年10月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

         発行価格    

         資本組入額     

1,847

924

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 

新株予約権の取得条項に関する事項  （注）５ 
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        調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率 

       また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。              

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額   

   各新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」

という。）に新株予約権１個の株式数（50株。但し、上記１．に定める株式の数の調整を行った場合は、同

様の調整を行う。）を乗じた金額とする。１株当たりの払込金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月

の各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における当社株式の普通取引の終値の平均

値に1.1を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その金額が新株予約権発行の日の終値

（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値とす

る。 

   なお、時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使の場合は含まない。）す

るときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

るものとする。また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、行使価額は当該

株式の分割又は併合の比率に応じて比例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切

り上げる。 

 さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて

行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等

を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。  

３．新株予約権の行使の条件 

  ①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員

及び顧問の地位にある事を要する。但し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合には

この限りではない。 

  ②新株予約権者の相続人による行使はできないものとする。 

  ③その他権利行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間

で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。  

４．組織再編等に伴う取扱い   

   当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対

象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

  ①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

  ②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

  ③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１．に準じて決定する。 

  ④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

   交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額が、上記２．で定められる行使価額に上記

③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

  ⑤新株予約権を行使することができる期間 

   新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

  ⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

        
既発行株式数＋ 新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後

払 込 価 額
＝ 

調 整 前

払 込 価 額
× 

 時価 

 既発行株式数＋新規発行株式数  
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   新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを

切り上げるものとする。  

   また、資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額と

する。 

  ⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

   譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

  ⑧新株予約権の取得条項  

   下記５．に準じて決定する。  

５．新株予約権の取得条項  

   当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議

案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認

された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定め

る日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 
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該当事項はありません。  

  

  

 該当事項はありません。 

   

  

  

 （注）上記のほか、自己株式が15,029株あります。 

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年10月１日～ 

平成22年12月31日  
 －  225,000  －  991,100  －  －

（６）【大株主の状況】

  平成22年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

清原 雅人  東京都渋谷区   71,790  31.90

鈴木 洋  愛知県一宮市   16,008  7.11

伊藤 真奈美  埼玉県新座市   4,200  1.86

小林 祐司  東京都世田谷区   3,794  1.68

秋元 宏之  神奈川県横浜市港南区   2,613  1.16

日本証券金融㈱  東京都中央区日本橋茅場町一丁目2-10   2,575  1.14

エリアクエストグループ従業員持株

会  
東京都目黒区中目黒二丁目6-20  2,063  0.91

エヌ・エス・アール㈱  東京都中央区銀座七丁目13-10   2,062  0.91

㈲グローバルテクノロジー  東京都渋谷区代々木四丁目41-7    2,000  0.88

㈱グレース 東京都新宿区西新宿五丁目10-7  2,000  0.88

計 －  109,105  48.49
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①【発行済株式】 

 （注）「完全議決株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15株含まれております。なお 

    「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

               

【当該四半期累計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

   

（７）【議決権の状況】

   平成22年12月31日現在

 区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 ― ― ― 

 議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

 議決権制限株式（その他） ― ― ― 

 完全議決権株式（自己株式等）   普通株式  15,029 ― ― 

 完全議決権株式（その他）   普通株式 209,971        209,956 ― 

 単元未満株式 ―  ―  ― 

 発行済株式総数        225,000 ― ― 

 総株主の議決権 ―        209,956 ― 

   平成22年12月31日現在

 所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株）  

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）  

 株式会社エリアクエスト 
 東京都目黒区中目黒

 二丁目６番20号 
 15,029  －  15,029  6.67

 計  －  15,029  －  15,029  6.67

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
７月 

８月 ９月 10月 11月 12月

高（円）  2,190  2,220  1,825  1,791  1,988  2,270

低（円）  1,985  1,610  1,651  1,535  1,595  1,750

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年７月１日から平

成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年７月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、霞が関監査法人

による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 118,213 132,269

売掛金 64,397 87,902

営業投資有価証券 － 10,841

その他 7,654 25,520

貸倒引当金 △2,149 △2,149

流動資産合計 188,115 254,383

固定資産   

有形固定資産   

建物 101,740 95,295

減価償却累計額 △55,400 △51,577

建物（純額） 46,340 43,717

工具、器具及び備品 209,176 202,676

減価償却累計額 △176,278 △172,261

工具、器具及び備品（純額） 32,898 30,414

車両運搬具 11,284 19,784

減価償却累計額 △6,981 △12,340

車両運搬具（純額） 4,303 7,443

土地 32 32

有形固定資産合計 83,571 81,608

無形固定資産   

ソフトウエア 17,423 27,716

その他 2,342 2,342

無形固定資産合計 19,766 30,059

投資その他の資産   

投資有価証券 93,156 70,207

敷金及び保証金 30,564 30,234

長期前払費用 4,318 3,592

保険積立金 79,053 72,381

会員権 43,583 43,583

繰延税金資産 3,232 3,515

その他 18,240 18,456

貸倒引当金 △9,800 △9,800

投資その他の資産合計 262,348 232,170

固定資産合計 365,686 343,838

資産合計 553,802 598,222
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 17,424 27,820

1年内返済予定の長期借入金 3,000 3,000

未払金及び未払費用 43,572 50,878

未払法人税等 2,266 3,185

その他 1,984 3,460

流動負債合計 68,248 88,345

固定負債   

長期借入金 24,250 25,500

その他 13,209 9,462

固定負債合計 37,459 34,962

負債合計 105,707 123,307

純資産の部   

株主資本   

資本金 991,100 991,100

資本剰余金 418,976 418,976

利益剰余金 △709,964 △681,798

自己株式 △248,241 △248,241

株主資本合計 451,870 480,036

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4,710 △5,121

評価・換算差額等合計 △4,710 △5,121

新株予約権 934 －

純資産合計 448,094 474,914

負債純資産合計 553,802 598,222
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 393,346 307,157

売上原価 201,676 169,354

売上総利益 191,669 137,802

販売費及び一般管理費   

役員報酬 34,600 30,660

給料 13,205 16,895

法定福利費 4,692 4,772

求人費 － 840

減価償却費 32,727 19,221

地代家賃 5,614 4,522

広告宣伝費 7,819 4,091

通信費 4,842 3,702

旅費及び交通費 3,610 3,865

支払手数料 27,680 23,967

顧問料 8,199 7,162

業務委託費 13,894 4,393

その他 28,717 40,280

販売費及び一般管理費合計 185,604 164,374

営業利益又は営業損失（△） 6,064 △26,572

営業外収益   

受取利息 18 91

受取配当金 － 330

その他 2,095 1,723

営業外収益合計 2,113 2,144

営業外費用   

支払利息 323 494

営業外費用合計 323 494

経常利益又は経常損失（△） 7,855 △24,921

特別利益   

投資有価証券売却益 － 168

固定資産売却益 － 1,109

特別利益合計 － 1,277

特別損失   

投資有価証券売却損 3,358 －

固定資産売却損 － 175

事務所移転費用 540 318

和解金 657 1,835

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,400

特別損失合計 4,556 3,729

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

3,298 △27,373
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年12月31日) 

法人税、住民税及び事業税 803 792

法人税等合計 803 792

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △28,166

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,495 △28,166
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 188,212 141,638

売上原価 90,558 85,657

売上総利益 97,653 55,981

販売費及び一般管理費   

役員報酬 16,800 13,860

給料 6,016 9,067

法定福利費 2,386 2,435

求人費 － 420

減価償却費 14,761 9,455

地代家賃 3,147 2,261

広告宣伝費 3,601 2,446

通信費 2,258 1,975

旅費及び交通費 1,745 1,845

支払手数料 14,644 14,191

顧問料 4,851 4,101

業務委託費 8,112 2,076

その他 15,782 21,309

販売費及び一般管理費合計 94,109 85,446

営業利益又は営業損失（△） 3,544 △29,464

営業外収益   

受取利息 － 55

受取配当金 － 330

その他 619 292

営業外収益合計 619 677

営業外費用   

支払利息 125 219

営業外費用合計 125 219

経常利益又は経常損失（△） 4,037 △29,007

特別利益   

固定資産売却益 － 1,109

特別利益合計 － 1,109

特別損失   

投資有価証券売却損 3,358 －

和解金 － 1,835

特別損失合計 3,358 1,835

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

678 △29,734

法人税、住民税及び事業税 382 405

法人税等合計 382 405

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △30,139

四半期純利益又は四半期純損失（△） 296 △30,139
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

3,298 △27,373

減価償却費 32,727 19,888

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,400

貸倒引当金の増減額（△は減少） 749 －

受取利息及び受取配当金 △18 △421

支払利息 323 494

有形固定資産売却損益（△は益） － △933

投資有価証券売却損益（△は益） 3,358 △168

売上債権の増減額（△は増加） △1,970 23,505

仕入債務の増減額（△は減少） 4,104 △10,396

その他 △11,084 16,204

小計 31,489 22,198

利息及び配当金の受取額 18 421

利息の支払額 △323 △494

法人税等の支払額 △3,106 △3,185

法人税等の還付額 68 164

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,146 19,105

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の売却による収入 － 2,761

有形固定資産の取得による支出 △5,732 △12,945

投資有価証券の取得による支出 － △15,975

投資有価証券の売却による収入 6,147 4,730

貸付金の回収による収入 － 150

その他 △6,558 △10,612

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,143 △31,890

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △25,400 △1,250

配当金の支払額 △143 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △25,543 △1,270

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,541 △14,055

現金及び現金同等物の期首残高 118,632 132,269

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  115,091 ※1  118,213
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   該当事項はありません。 

  

  

  

  

  【表示方法の変更】 

  

  

  

  

  

   該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 

（自 平成22年７月１日 至 平成22年12月31日）  

 会計処理基準に関する事項の変更  「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」 

 （企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び、「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ600千円増加し、税金等調整前

四半期純損失は2,000千円増加しております。 

  

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成22年７月１日 至 平成22年12月31日）  

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。  

  

当第２四半期連結会計期間 

（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）  

 （四半期連結貸借対照表関係） 

 前第２四半期連結会計期間において、流動資産の「営業投資有価証券」については区分掲記しておりましたが、平成

22年８月31日にその他事業（経営コンサルティング事業及び投資事業）を廃止したことから、当第２四半期連結会計期

間において固定資産の「投資有価証券」に含めて表示しております。 

 なお、当第２四半期連結会計期間の「投資有価証券」に含まれる「営業投資有価証券」は10,841千円であります。  

  

 （四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。 

  

【簡便な会計処理】

  

  

  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日） 

 固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年６月30日） 

――――――  

  

  

  

  

――――――  

  

  

  

  

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日） 

―――――  

  

  

  

  

―――――  

  

  

  

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

―――――  

  

  

  

  

―――――  

  

  

  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表上の現金及び預金勘定とは、同額でありま

す。  

  

  

  

  

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表上の現金及び預金勘定とは、同額でありま

す。  
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年７月１日 至

平成22年12月31日）  

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  225,000株  

     

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式   15,029株  

     

３．新株予約権等に関する事項 

     

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

   

（株主資本等関係）

会社名 目的となる株式の種類
目的となる株式の数

（株）  
当第２四半期連結会計  
期間末残高（千円）  

 提出会社   －  －  934

合計   －  934
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主要な内容 

(1）不動産ソリューション事業……プロパティマネジメント事業、アウトソーシング事業 

(2）その他の事業……経営コンサルティング事業、投資事業 

  

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）  

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年12月31日）  

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

      

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）  

  海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年12月31日）  

  海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
不動産ソリュー
ション事業 

（千円） 

その他の事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  188,212  －  188,212  －  188,212

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  188,212  －  188,212  －  188,212

営業利益又は営業損失

（△） 
 79,221  △2,319  76,902  △73,357  3,544

  
不動産ソリュー
ション事業 

（千円） 

その他の事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  393,346  －  393,346  －  393,346

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  393,346  －  393,346  －  393,346

営業利益又は営業損失

（△） 
 152,063  △4,301  147,761  △141,697  6,064

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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【セグメント情報】 

 当社グループは、平成22年８月31日に、その他の事業（経営コンサルティング事業及び投資事業）を廃止

しております。したがって、不動産ソリューション事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。 

  

  （追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。  

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 投資有価証券が企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ前連結会計年度の末日に比べて著 

しい変動が認められます。 

  （注）１．金融商品の時価の算定方法 

       投資有価証券 

        これらの時価については、取引所の価格によっております。 

     ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

        これらについては、市場価格がなく、かつキャッシュフローを見積もることなどができず、時価を

       把握することが極めて困難と認められるため、「投資有価証券」には含めておりません。 

  

 当第２四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）  

  その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結

会計年度の 

 末日に比べ著しい変動が認められます。  

（注）非上場株式等（四半期連結貸借対照表計上額50,342千円）については、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。  

   

 該当事項はありません。 

（金融商品関係）

 科目  
四半期連結貸借対照表計上額

（千円）  
時価（千円）   差額（千円） 

 投資有価証券 42,813 42,813  －

 区分  四半期連結貸借対照表計上額（千円） 

 非上場株式等  50,342 

（有価証券関係）

  取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円）  
差額（千円）

 （１）株式  50,756  42,813  △7,943

 （２）債券  －  －  －

 （３）その他  －  －  －

 合計  50,756  42,813  △7,943

（デリバティブ取引関係）
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当第２四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費 934千円      

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

  

該当事項はありません。  

（ストック・オプション等関係）

   平成22年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 

 当社取締役  ２名 

 当社監査役  ３名 

 当社従業員  ２名  

 株式の種類別のストック・オプションの付与数（株）  普通株式  11,250株 

 付与日  平成22年11月８日 

 権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。 

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

 権利行使期間  自平成24年11月９日 至平成32年10月15日 

 権利行使価格（円）                  1,847 

 付与日における公正な評価単価（円）                   997 

（資産除去債務関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年６月30日） 

１株当たり純資産額 2,129.63円 １株当たり純資産額 2,261.81円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 11.88円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
－円

１株当たり四半期純損失金額 134.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
－円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。  

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
           

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  2,495  △28,166

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 2,495  △28,166

期中平均株式数（千株）  209  209

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 1.41円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
－円

１株当たり四半期純損失金額 143.54円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
－円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。  

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
           

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  296  △30,139

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 296  △30,139

期中平均株式数（千株）  209  209
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 該当事項はありません。 

   

 該当事項はありません。 

   

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。  

  

  

  

  

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月10日

株式会社エリアクエスト 

取締役会 御中 

霞 が 関 監 査 法 人 

  
指定社員
業務執行社員  公認会計士 剱  持  俊  夫  印 

  
指定社員
業務執行社員  公認会計士 舩  井  宏  昌  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エリアク

エストの平成21年7月1日から平成22年6月30日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成21年10月1日から平成

21年12月31日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成21年7月1日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エリアクエスト及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

  

  

   

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年２月14日

株式会社エリアクエスト 

取締役会 御中 

霞 が 関 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 剱  持  俊  夫  印 

  
指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 舩  井  宏  昌  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エリア

クエストの平成22年７月１日から平成23年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年10月１日か

ら平成22年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年７月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エリアクエスト及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。  

  

追記情報 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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